
 
内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

（内部統制システムに関する基本的な考え方） 

 

 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務並びに当社及び子会社から成

る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制についての決定内容は、以下のとおりであります。 

１．当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 当社グループのコンプライアンスに係る基本方針であるコンプライアンス基本理念及びそれを具体化したコンプライアンス行

動指針を定め、当社の取締役及び使用人に、法令、社会規範、企業倫理の尊重、遵守を周知徹底します。 

 当社グループは、リスク管理・コンプライアンス規則を制定し、それに基づきリスク・コンプライアンス委員会を設置し、各

部・工場よりコンプライアンスに関わる事項の報告を受け審議するとともに、重要な事項については当社の取締役会に付議又

は報告し、審議、決定する体制とします。また、コンプライアンス教育を実施し、コンプライアンスの徹底に努め、取締役及

び使用人の法令・定款等の違反行為に対しては、リスク・コンプライアンス委員会の勧告に基づき厳正に処分を行います。 

 社外取締役を選任し、取締役会の監督機能の強化、決議の公平性と透明性を図ります。監査役は、取締役会に出席し、必要に

応じて意見を述べるとともに、取締役及び使用人の職務の執行における法令・定款等の遵守状況を監視します。 

 監査役を通報窓口とする内部通報制度を整備し、法令・定款等の違反行為を未然に防止するとともに、違反行為が発生した場

合には、迅速に情報を把握し、その対処に努めます。 

 財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他関連法令に従い、財務報告に係る内部統制の整備、運用を行います。 

 反社会的勢力を断固として排除、遮断することを全社に周知徹底し、反社会的勢力による不当要求がされた場合には、総務部

門を対処部署とし、警察等の外部専門機関と緊密に連携を持ちながら対処します。 

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書、契約書その他の取締役の職務の執行に関わる文書等は、法令及び文書記録管理規

則に基づき、適切に保存、管理を行います。取締役会議事録、執行役員会議事録及びそれぞれに付議された資料等をデータベ

ース化し、取締役及び監査役が、これらの情報を必要に応じて随時閲覧できる体制とします。 

 会社の重要な情報の適時開示その他の開示を所管する部署を設けるとともに、取締役は、開示すべき情報を迅速かつ網羅的に

収集した上で、法令等に従い適切に開示します。 

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社グループの業務執行に関わるリスクの把握と管理を目的としてリスク管理・コンプライアンス規則を定め、リスクの低減

と防止のための活動及び危機発生に備えた体制整備を行います。 

 当社グループは、リスク管理・コンプライアンス規則に基づきリスク・コンプライアンス委員会を設置し、各部・工場よりリ

スク管理に関わる事項の報告を受け審議するとともに、重要な事項については当社の取締役会に付議又は報告し、審議、決定

する体制とします。 

 大規模災害の発生に備え、災害時緊急対応マニュアルを制定し、迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整備します。 

４．当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 執行役員制度を導入し、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化を図り、その業務執行責任を明確化します。 

 決裁規則を定め、重要性に応じた意思決定を行い、また、執行役員会を設置する等、意思決定を迅速化します。 

 会社の組織機能や運営基準を経営組織規則及びグループ職務分掌規則に定め、業務を効率的に遂行します。 



 取締役会は、中期経営計画を策定し、それに基づく主要経営目標の設定及びその進捗についての定期的な検証を行うとともに、

年度ごとの目標を設定し、実績を管理します。 

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

 当社は、グループ会社管理規則を定め、子会社の自主性を尊重しつつ子会社の当社に対する報告体制を明確にするとともに、

決裁規則に基づき、当社における事前承認事項及び報告事項を明確にし、その執行状況をモニタリングします。 

 子会社は、経営目標や経営課題の達成状況をグループ経営会議において当社に対し報告し、子会社の経営状況、重要課題の

遂行状況が適宜把握できる体制とします。 

ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社グループの業務執行に関わるリスクの把握と管理を目的としてリスク管理・コンプライアンス規則を定め、グループ内

で発生することが想定されるリスクを把握し管理する体制を整備します。 

 子会社は、リスク管理に関わる事項をリスク・コンプライアンス委員会へ報告し、重要な事項については当社の取締役会に

おいて報告、審議する体制とします。 

ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 当社は、必要に応じて当社取締役及び使用人を子会社に派遣し、子会社の取締役の効率的な業務執行を監督します。 

 子会社の意思決定について、グループ会社管理規則及び決裁規則に明文化し、それぞれ重要性に応じた意思決定を行います。 

二．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

 当社グループのコンプライアンスに係る基本方針であるコンプライアンス基本理念及びそれを具体化したコンプライアン

ス行動指針を定め、子会社の取締役等及び使用人に、法令、社会規範、企業倫理の尊重、遵守を周知徹底します。 

 子会社はコンプライアンスに関わる事項をリスク・コンプライアンス委員会へ報告し、重要な事項については、当社の取締

役会において、報告、審議する体制とします。 

６．当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、その使用人の当社の取

締役からの独立性に関する事項及び当社の監査役のその職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

 監査役は、内部監査部門の要員に対し、補助者として監査業務の補助を行うよう命ずることができます。監査役よりその職務

を補助すべきその他の補助者の配置の求めがあった場合は、監査役と協議のうえ人選を行います。 

 監査役の補助者に関する人事異動、人事評価、懲戒処分については、監査役会の了解を得るものとします。 

 監査役の補助者は、その職務を遂行するに当たって、監査役の指揮、命令にのみ服します。 

７．当社の取締役及び使用人が当社の監査役に報告をするための体制及び子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を受

けた者が当社の監査役に報告をするための体制並びにこれらの報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制 

 取締役及び使用人は、監査役から業務の執行状況について報告を求められた場合、会社に著しい損害を及ぼす事実又はそのお

それのある事実を発見した場合は、直ちに監査役に報告します。 

 当社は、監査役を通報窓口とする内部通報制度の運用により、法令、定款又は社内規則に違反する重大な事実、その他コンプ

ライアンス上の重大な問題に関わる通報について、監査役への適切な報告体制を確保します。 

 子会社の取締役等及び使用人は、子会社に著しい損害を及ぼす事実又はそのおそれのある事実を発見した場合は、直ちに直接

又は当社の子会社担当部署を通じて当社の監査役に報告します。 

 当社は、内部通報制度の適用先に重要な子会社を含め、子会社における法令、定款又は社内規則に違反する重大な事実、その

他コンプライアンス上の重大な問題に関わる通報について、監査役への適切な報告体制を確保します。 



 監査役は、当社及び子会社の取締役等又は使用人から得た情報について、第三者に対する報告義務を負いません。 

 社内通報規則に基づき、内部通報をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを当社及び内部通

報制度が適用される重要な子会社に明示し、周知徹底します。 

８．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

 監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、速やかに当該費用又は債務を処理し

ます。 

９．その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 監査役が、取締役会、執行役員会及びグループ経営会議その他の重要な会議に出席し、意見を述べることができる体制を確保

します。 

 監査役が、代表取締役、社外取締役、会計監査人、内部監査部門とそれぞれ適宜に意見交換できる体制を確保します。 

 


